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村上市DXの推進

「スマートむらかみ」の実現

✔ 誰もがメリットを享受できるデジタル化

✔ 市民の利便性・快適性向上

✔ 安心・安全な暮らしの実現

●生産性の向上

●職員の働き方改革

●行政サービスの抜本的見直し

●前例主義からの脱却

●ICTの積極的活用

●地域デジタル化の推進

目指すべき姿

取組の考え方 ●デジタルデバイド対策
●オープンデータの活用

●健康・福祉のDX ●子育てのDX
●防災のDX ●生活環境のDX
●学びのDX ●地域交通のDX

●農林水産業のDX ●商工業のDX
●観光のDX

村上市DX推進方針2.0案より抜粋

(1)村上市DX 目指すべき姿 (2)重点項目と取組事項

産業のDX

暮らしのDX

個々のライフスタイル
に適応した
地域社会の実現

村上市DX推進のための
土台づくり

地
域
Ｄ
Ｘ

自
治
体
Ｄ
Ｘ

●行政手続のオンライン化

●窓口サービス改革
●マイナンバーカードの普及促進
●自治体情報システムの標準化・共通化
●業務改革(BPR)への取組
●AI・RPAの利用促進
●テレワークの推進
●会議・コミュニケーション改革
●ペーパーレスの推進
●セキュリティ対策の徹底

●機運醸成

●実行計画の策定

厳格なセキュリティ
対策

行政機能の効率化と
組織の変革

便利な行政サービスの
提供
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2022(R4)年度 DXの取組
(1)2022(R4)年度取組内容
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(1)調査方法

全庁業務量調査

６

今回の調査では、業務を、正規職員でなければできない仕事（コア業務）、正規職員でなくともできる作業（ノンコア業務）に
分類しました。正規職員がよりコア業務に専念できる状態を目指すことで、住民サービスの向上につなげていくことができます。
そのために、各業務/作業を図1-3.に示した方向性にしたがって分類し、BPR施策を検討、実施することが必要です。
・コア業務：業務の標準化・手順化により、可能な限りノンコア業務にシフトさせていきます。
・ノンコア業務：「集約」および「ICT利活用による自動化」により、徹底的な効率化を目指します。
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(3)全庁業務量調査からDX実行へ

②各課で
現状分析

③ヒアリ
ング

⑤実行

■業務量の見える化

■業務構造の見える化

■ＢＰＲの視点

業務における違和感、
引っ掛かりを問題意識

を持って分析

令和４年５月 12月 令和５年４月

■業務プロセス見直し

デジタル化する・しな
いを問わず効率化を検討

■改革プラン実行

さらなる効率化を意識
しながら実行

■ＤＸの「Ｘ」トランフォーメーション

このプロセス(各課における小さなトランスフォーメーション「Ｘ」)を
繰り返すことで、効率性をより高めていく。(アップデート)

○小さな「Ｘ」の積み重ねにより職員の働き方改革が進み、生産性が高まる！
○住民サービスが向上し、市民が利便性を享受できる村上市にトランスフォーメーションする！

④実行計画（自治
体DX）策定①業務量調査

(2)全庁業務量調査結果
・Ⅲノンコア業務（専門性不要で定型的な作業）・・・全作業時間の25.6％

・処理媒体・・・紙を使用している作業 66.9％

・会議・会議報連相関連の業務・・年間54,627時間 （同規模自治体 A市 16,601時間 B市 19,006時間）


